
『「財政事情」の作成及び公表に関する条例』、地方自治法第２４３条の３第１項に基づき、一般会計、特別会計の令和６年度上

半期（令和６年４月１日～令和６年９月３０日）の予算執行状況及び令和５年度決算の状況を公表します。

これは、市民の皆様に市財政の状況をお知らせすることによって、市財政の実態へのご理解と今後の市政へのご協力をいただく

ことを目的とし、公表するものです。

なお、水道事業会計および下水道事業会計については、別途公表いたします。

令和６年度
八 女 市 財 政 事 情

上 半 期

「財政事情」の作成及び公表に関する条例（昭和２６年６月１８日条例第２６号）抜粋

１ 公表の期日

毎年５月１日及び１１月１日

２ 公表の要領

下記の事項を掲載し、財政の動向及び市長の財政方針を明らかにする

５月１日…前年１０月１日～３月３１日中の下記（１）～（４）、（６）

１１月１日…４月１日～９月３０日中の下記（１）～（６）

（１）収入及び支出の概況

（２）住民負担の状況

（３）公営事業の経理の概況

（４）財産、公債及び一時借入金の現在高

（５）前年度の決算の状況（１１月１日公表時のみ）

（６）その他市長において必要と認める事項

３ 公表の方法

・八女市公告式条例に定める告示

・財政課財政係にて閲覧（公表の日から６か月間）



はじめに

この資料では、令和６年度の上半期（令和６年９月３０日現在）の状況を次ページ第１表から第６表まで、令和５年度決算の状

況を第７表以降に記載しています。

また、第８表以降には、令和５年度決算に基づく財政状況調による歳入・歳出の状況を記載しています。

なお、普通会計には、令和５年度の一般会計及び特別会計のうち矢部診療所特別会計が含まれます。

一般会計の収入及び支出の概況について

本年度の一般会計当初予算は、４４２億５，３８９万４千

円でスタートしました。

令和６年度予算は、第５次八女市総合計画・前期基本計画の

４年目として、本市の目指す将来都市像「ふるさとの恵みと誇

りを未来につなぐ安心と成長のまち八女」の実現に向けて、こ

れまでのまちづくりの取り組みをさらに深化していきます。

具体的には、市の魅力をより効果的に発信するため、シティ

プロモーション事業に取り組んでいきます。

また、安全で安心して利用できる道路等の整備や生活排水処

理施設などのインフラ整備を図り、庁舎建設事業、見崎校区小

中学校整備事業、保育所等整備補助事業や、物価高騰に伴う学

校給食等に関する負担軽減事業に取り組みます。

さらに、森林資源の活用や農業生産基盤の強化、後継者の育

成支援のほか、デジタルトランスフォーメーションやカーボン

ニュートラルの推進を図る取り組みを進めます。

今年度上半期は定額減税に係る調整給付金給付事業として

２件、５億４，２２０万８千円、新たな住民税非課税世帯・

均等割のみ課税世帯への給付金給付事業１億４，２３４万円

を追加したほか、６月に地すべり災害復旧事業２億円、７月

に大雨災害復旧事業１億６，３７０万円、９月にふるさと支

援寄附事業６億１，２５０万５千円の追加など４回の補正に

おいて予算化しております。

また、令和５年度からの繰越事業２２億１，４７３万６千

円を含めると令和６年度上半期末の一般会計予算総額は、４

８３億４，４９３万８千円となっております。

なお、詳細は次ページ以降に記載しています。



当初予算額 補正額 繰越額 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
予算
比

A B C D（A+B+C) E F G H(E-F-G) F÷D
市税 6,854,923,000 △ 234,219,000 6,620,704,000 13.7 6,743,735,626 3,867,770,462 2,875,965,164 58.4
地方譲与税 581,928,000 581,928,000 1.2 193,666,000 119,768,000 73,898,000 20.6
利子割交付金 1,200,000 1,200,000 0.0 747,000 747,000 62.3
配当割交付金 38,000,000 38,000,000 0.1 6,430,000 6,430,000 16.9
株式等譲渡所得割交付金 24,000,000 24,000,000 0.0 0.0
法人事業税交付金 144,000,000 144,000,000 0.3 79,874,000 79,874,000 55.5
地方消費税交付金 1,424,000,000 1,424,000,000 2.9 854,660,000 854,660,000 60.0
ゴルフ場利用税交付金 11,000,000 11,000,000 0.0 4,461,450 4,461,450 40.6
環境性能割交付金 67,000,000 67,000,000 0.1 27,672,000 27,672,000 41.3
地方特例交付金 48,001,000 234,219,000 282,220,000 0.6 282,433,000 282,433,000 100.1
地方交付税 13,373,000,000 13,373,000,000 27.7 8,817,693,000 8,817,693,000 65.9
交通安全対策特別交付金 13,000,000 13,000,000 0.0 4,742,000 4,742,000 0.0
分担金及び負担金 170,090,000 1,441,000 171,531,000 0.4 134,508,795 66,018,329 68,490,466 38.5
使用料及び手数料 337,315,000 337,315,000 0.7 286,108,864 163,297,355 122,811,509 48.4
国庫支出金 6,799,391,000 934,678,000 333,599,000 8,067,668,000 16.7 2,000,850,778 1,315,964,070 684,886,708 16.3
県支出金 3,760,916,000 27,896,000 345,003,000 4,133,815,000 8.5 271,134,891 251,465,891 19,669,000 6.1
財産収入 97,081,000 97,081,000 0.2 24,290,087 13,156,995 11,133,092 13.6
寄附金 1,002,101,000 400,000,000 1,402,101,000 2.9 413,890,100 395,957,820 17,932,280 28.2
繰入金 3,164,265,000 252,218,000 3,416,483,000 7.1 0.0
繰越金 200,000,000 12,716,000 359,293,364 572,009,364 1.2 1,401,857,022 1,401,857,022 245.1
諸収入 430,537,000 430,537,000 0.9 194,853,346 131,365,464 63,487,882 30.5
市債 5,712,146,000 248,800,000 1,175,400,000 7,136,346,000 14.8 11,600,000 11,600,000 0.2
合計 44,253,894,000 1,876,308,000 2,214,736,364 48,344,938,364 100.0 21,755,207,959 17,812,191,858 0 3,943,016,101 36.8

第1表　令和6年度一般会計歳入予算の執行状況
（単位：円・％）

款別 構成比



当初予算額 補正額 繰越額 予備費充用 予算現額 支出済額 執行率

A B C D E（A+B+C+D) F F÷E
議会費 247,531,000 247,531,000 0.5 139,886,866 56.5
総務費 7,175,479,000 637,220,000 792,255,564 4,166,760 8,609,121,324 17.8 2,401,833,497 27.9
民生費 14,746,601,000 698,720,000 41,704,000 9,659,814 15,496,684,814 32.0 5,534,909,505 35.7
衛生費 2,548,259,000 84,773,000 3,847,800 442,200 2,637,322,000 5.5 1,092,894,438 41.4
労働費 87,123,000 87,123,000 0.2 54,473,114 62.5
農林水産業費 2,929,039,000 51,849,000 290,655,000 1,959,340 3,273,502,340 6.8 494,824,787 15.1
商工費 958,241,000 17,550,000 76,718,000 380,600 1,052,889,600 2.2 607,540,455 57.7
土木費 3,821,765,000 167,410,000 3,989,175,000 8.2 941,100,053 23.6
消防費 1,326,084,000 17,600,000 1,667,100 1,345,351,100 2.8 745,377,013 55.4
教育費 4,359,679,000 4,896,000 54,065,000 1,297,110 4,419,937,110 9.1 1,453,362,983 32.9
災害復旧費 2,608,223,000 363,700,000 788,081,000 3,760,004,000 7.8 391,609,096 10.4
公債費 3,375,870,000 3,375,870,000 7.0 1,679,819,159 49.8
予備費 70,000,000 △ 19,572,924 50,427,076 0.1 0.0
合計 44,253,894,000 1,876,308,000 2,214,736,364 0 48,344,938,364 100.0 15,537,630,966 32.1

第2表　令和6年度一般会計歳出予算の執行状況
（単位：円・％）

款別 構成比



予算現額 1,304,776 予算現額 3,529,718

収入済額 603,942 収入済額 1,177,277

収入率 46.3% 収入率 33.4%
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人口 59,709 人 世帯数 26,025 世帯

一人当たり 世帯当たり

1 市 民 税 2,406,093,000 2,382,461,621 1,132,092,789 47.52% 39,901 91,545 36.9% 31.2%

（ 1 ） 個 人 2,090,057,000 2,149,995,221 904,461,089 42.07% 36,008 82,613 33.3% 24.9%

（ 2 ） 法 人 316,036,000 232,466,400 227,631,700 97.92% 3,893 8,932 3.6% 6.3%

2 固 定 資 産 税 3,371,019,000 3,527,837,900 2,013,277,488 57.07% 59,084 135,556 54.7% 55.4%

3 軽 自 動 車 税 275,951,000 281,659,300 271,579,200 96.42% 4,717 10,823 4.4% 7.5%

（1）環境性能割 11,179,000 6,891,400 6,891,400 100.00% 115 265 0.1% 0.2%

（2）種別割 264,772,000 274,767,900 264,687,800 96.33% 4,602 10,558 4.3% 7.3%

4 市 た ば こ 税 473,735,000 250,680,243 205,803,828 82.10% 4,198 9,632 3.9% 5.7%

5 入 湯 税 15,503,000 8,080,350 8,080,350 100.00% 135 310 0.1% 0.2%

6,542,301,000 6,450,719,414 3,630,833,655 56.29% 108,036 247,866 100.0% 100.0%

注１）人口、世帯数は、住民基本台帳、外国人登録原票により作成しております。
注２）予算額、調定額、徴収済額は、現年度分のみを計上しています。
注３）住民負担の状況欄の数値は、調定額より算出したものです。
注４）各項目の徴収率、負担の状況、構成比は、端数を四捨五入しているため合計と一致しない場合があります。

第3表　令和６年度上半期　住民負担の状況 （令和6年9月30日現在）

（単位：円）
負担の状況

合 計

区　　分
予算額
　　A

調定額
　　B

収入済額
　　　C

徴収率
（C÷B)

調 定 額
の構成比

収入済額
の構成比

（1）個人, 33.3%

（2）法人, 3.6%固定資産税, 54.7%

（1）環境性能割, 0.1%

（2）種別割, 4.3%

市たばこ税, 3.9%

入湯税, 0.1%

調定額

の構成比

36.9%

4.4%

市民税

軽自動車税



区分２ 当初予算額 補正額 繰越額 予算現額 執行率

歳入 16,577,025 21.5%

歳出 22,313,480 28.9%

歳入 934,846 116.4%

歳出 0 0.0%

歳入 5,932,093 114.1%

歳出 143,039 2.8%

歳入 3,228,813,163 38.1%

歳出 3,021,902,641 35.7%

歳入 3,587,959,549 44.6%

歳出 3,272,205,210 40.7%

歳入 3,893,420 13.6%

歳出 9,677,642 33.9%

歳入 370,471,405 28.6%

歳出 338,548,496 26.1%

収入 1,011,705,000 1,011,705,000 収入 - -

支出 1,025,581,000 1,025,581,000 支出 - -

収入 196,652,000 196,652,000 収入 - -

支出 719,718,000 719,718,000 支出 - -

収入 847,764,000 847,764,000 収入 - -

支出 844,932,000 844,932,000 支出 - -

収入 881,681,000 881,681,000 収入 - -

支出 1,116,590,000 1,116,590,000 支出 - -

注）水道事業会計及び下水道事業会計については、別途公表のため、収入・支出の状況は「-」と表示しています

第4表 公営事業経理の概況

(単位：円）

区分１ 会計名 収入・支出済額
一
般
会
計
等

矢部診療所特別会計 67,525,000 9,643,000 77,168,000

財
産
区

黒木町串毛財産区特別会計 803,000 803,000

黒木町木屋財産区特別会計 5,197,000 5,197,000

国民健康保険事業費特別会計 8,475,877,000 8,475,877,000

介護保険事業
費特別会計

（保険事業勘定） 8,022,601,000 25,859,000 8,048,460,000

（介護サービス事業勘定） 28,563,000 28,563,000

後期高齢者医療特別会計 1,295,192,000 1,295,192,000

水道事業会計

（収益的）

（資本的）

下水道事業

（収益的）

（資本的）

八
女
市

特別会計

公
営
事
業
会
計

う
ち
公
営
企
業
会
計

法
適
用



（単位：円）

区　分 現在高

庁　舎 71,382 ㎡ 30,855 ㎡ 総務債 33,087,190

学　校 425,205 ㎡ 128,270 ㎡ 民生債 212,869,818

住　宅 166,122 ㎡ 57,290 ㎡ 衛生債 1,620,533,817

公　園 1,006,182 ㎡ 9,423 ㎡ 農林水産業債 667,492,544

その他 4,599,157 ㎡ 186,774 ㎡ 商工債 802,368,751

山　林 5,851,590 ㎡ 土木債 2,561,223,322

計 12,119,638 ㎡ 412,612 ㎡ 公営住宅債 24,718,290

車両　361　台 消防債 183,394,258

教育債 588,703,210

3,701,802,056

13,002,158,338

520,838,037

4,940,902,358

5,800,327,938

34,660,419,927

一時借入金  ０円

第5表　財産の状況 第6表　公債現在高一覧表

土　　地　 建　　物　 区分

基金　　２０８億１，４１９万円

災害復旧債

過疎対策事業債

辺地対策事業債

臨時財政対策債

その他

小　計

一
般
会
計

普通債



第7表　令和５年度一般会計・特別会計実質収支一覧表

(単位：円）

当初予算額 補正額 繰越額 予算現額 歳入歳出差引額
翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額

歳入 48,021,558,491

歳出 46,503,701,469

歳入 70,148,028

歳出 60,025,100

歳入 1,015,844

歳出 81,000

歳入 7,166,859

歳出 1,234,807

歳入 8,668,503,295

歳出 8,545,715,981

歳入 8,068,624,989

歳出 7,838,758,600

歳入 1,190,317,491

歳出 1,183,524,940

注）水道事業会計及び下水道事業特別会計については、別途公表のため、掲載しておりません

会　計　名 収入・支出済額

（
一
般
会
計
等
）

普　

通　

会　

計

一般会計 41,980,000,000 5,130,888,000 2,680,640,064 49,791,528,064 1,517,857,022 359,293,364 1,158,563,658

矢部診療所特別会計 63,084,000 8,112,000 71,196,000 10,122,928 10,122,928

財
産
区

黒木町串毛財産区特別会計 603,000 603,000 934,844 934,844

黒木町木屋財産区特別会計 6,400,000 6,400,000 5,932,052 5,932,052

公
営
事
業
会
計

国民健康保険事業費特別会計 8,537,308,000 263,641,000 8,800,949,000 122,787,314 122,787,314

介護保険事業費特別会計 7,809,707,000 212,142,000 8,021,849,000 229,866,389 229,866,389

後期高齢者医療特別会計 1,235,369,000 △ 11,559,000 1,223,810,000 6,792,551 6,792,551



第8-1表　決算状況調に基づく、令和５年度普通会計　収入の状況

区　　　          　分 決    算    額 構成比
  (千円) （％）

1 地 方 税 7,076,100 14.7%

2 地 方 譲 与 税 555,828 1.2%

3 利 子 割 交 付 金 1,546 0.0%

4 配 当 割 交 付 金 32,002 0.1%

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 39,737 0.1%

6 分 離 課 税 所 得 割 交 付 金

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,472,727 3.1%

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 10,850 0.0%

9 特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

10 4,621 0.0%

11 82,299 0.2%

12 149,147 0.3%

13 51,429 0.1%

14 地 方 交 付 税 13,693,204 28.5%

15 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 9,216 0.0%

16 分 担 金 及 び 負 担 金 153,422 0.3%

17 使 用 料 241,512 0.5%

18 手 数 料 134,877 0.3%

19 国 庫 支 出 金 6,852,171 14.3%

20

21 都 道 府 県 支 出 金 3,631,027 7.6%

22 財 産 収 入 113,439 0.2%

23 寄 附 金 1,538,684 3.2%

24 繰 入 金 2,031,583 4.2%

25 繰 越 金 1,857,335 3.9%

26 諸 収 入 959,843 2.0%

収 益 事 業 収 入

各 種 貸 付 金 元 利 収 入 211,059 0.4%

そ の 他 748,784 1.6%

27 地 方 債 7,364,688 15.3%

う ち 都 道 府 県 貸 付 金

117,388 0.2%

( 歳 入 合 計 ) 48,057,287 100.0%

歳 入 構 成 比 ( % ) 100.0

注）各項目で端数を四捨五入しているため、合計（100.0%）と一致しない場合があります。

う ち 減 収 補 塡 債 特 例 分

う ち 猶 予 特 例 債

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

内

訳

国有提供施設等所在市町村助成交付金

地 方 特 例 交 付 金 等

軽 油 引 取 税 ・ 自 動 車 取 得 税 交 付 金

市税

7,076,100

14.7%

繰越金

1,857,335

3.9%
繰入金

2,031,583

4.2%

寄附金

1,538,684

3.2%

諸収入

959,843

2.0%

その他

（自主財源）

643,250

1.3%

地方交付税

13,693,204

28.5%

国庫支出金

6,852,171

14.3%

市債

7,364,688

15.3%

県支出金

3,631,027

7.6%

その他

（依存財源）

2,409,402

5.0%

自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金



決算額 構成比
（千円） （％）

1 議 会 費 235,163 0.5%

2 総 務 費 10,431,521 22.4%

3 民 生 費 15,098,398 32.4%

4 衛 生 費 2,808,623 6.0%

5 労 働 費 64,327 0.1%

6 農 林 水 産 業 費 2,613,001 5.6%

7 商 工 費 1,346,090 2.9%

8 土 木 費 3,485,720 7.5%

9 消 防 費 1,473,690 3.2%

10 教 育 費 3,767,541 8.1%

11 災 害 復 旧 費 1,382,551 3.0%

12 公 債 費 3,822,682 8.2%

歳 出 合 計 46,529,307 100.0%

注）各項目で端数を四捨五入しているため、合計（100.0%）と一致しない場合があります。

第9-1表　決算状況調に基づく、令和５年度普通会計　目的別経費の状況

区分

議会費

235,163

0.5%

総務費

10,431,521

22.4%

民生費

15,098,398

32.4%

衛生費

2,808,623

6.0%労働費

64,327

0.1%

農林水産業費

2,613,001

5.6%

商工費

1,346,090

2.9%

土木費

3,485,720

7.5%

消防費

1,473,690

3.2%

教育費

3,767,541

8.1%

災害復旧費

1,382,551

3.0%

公債費

3,822,682

8.2%



      区　　　          　分 決  算  額 構成比

（％）

1 人 件 費 (a) 5,558,774 11.9%

うち退職手当債を財源とするもの

2 物 件 費 5,285,129 11.4%

3 維 持 補 修 費 244,490 0.5%

4 扶 助 費 8,869,265 19.1%

5 補 助  費 等 5,831,486 12.5%

内 (1) 1,926,537 4.1%

訳 (2) (1) 以 外 の も の 3,904,949 8.4%

6 公 債 費 3,819,974 8.2%

内 (1) 元    利    償    還     金 3,819,969 8.2%

訳 (2) 一  時  借  入  金  利   子 5 0.0%

7 積 立 金 2,133,944 4.6%

8 投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付 金 923,580 2.0%

9 繰 出 金 3,446,864 7.4%

10 前 年 度 繰 上 充 用 金

計 ( 1 ～ 10 ) 36,113,506 77.6%

退職手当債を財源とするものを加えた経常収支比率

11 投 資 的 経 費 10,415,801 22.4%

う ち 人 件 費 (b) 174,944 0.4%

(1) 普 通 建 設 事 業 費 9,033,250 19.4%

う ち 単 独 事 業 費 7,124,815 15.3%

(2) 災 害 復 旧 事 業 費 1,382,551 3.0%

(3) 失 業 対 策 事 業 費

歳 出 合 計 46,529,307 100.0%

う ち 人 件 費 (a) + (b) 5,733,718 12.3%

歳 出 構 成 ( % ) 比 100.0 100.0

注）各項目で端数を四捨五入しているため、合計（100.0%）と一致しない場合があります。

第10-1表　決算状況調に基づく、令和５年度普通会計　性質別経費の状況

一 部 事 務 組 合 に 対 す る も の

(千円)

人件費

5,558,774

11.9%

物件費

5,285,129

11.4%
維持補修費

244,490

0.5%

扶助費

8,869,265

19.1%

補助費等

5,831,486

12.5%

公債費等

3,819,974

8.2%
積立金

2,133,944

4.6%

投資及び

出資金・貸付金

923,580

2.0%

繰出金

3,446,864

7.4%

普通建設事業費

9,033,250

19.4%

災害復旧事業費

1,382,551

3.0%



第8-2表　決算状況調に基づく、令和５年度一般会計　収入の状況

区　　　          　分 決    算    額 構成比
  (千円) （％）

1 地 方 税 7,076,100 14.7%

2 地 方 譲 与 税 555,828 1.2%

3 利 子 割 交 付 金 1,546 0.0%

4 配 当 割 交 付 金 32,002 0.1%

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 39,737 0.1%

6 分 離 課 税 所 得 割 交 付 金

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,472,727 3.1%

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 10,850 0.0%

9 特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

10

11 86,920 0.2%

12 149,147 0.3%

13 51,429 0.1%

14 地 方 交 付 税 13,693,204 28.5%

15 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 9,216 0.0%

16 分 担 金 及 び 負 担 金 167,877 0.3%

17 使 用 料 211,764 0.4%

18 手 数 料 134,877 0.3%

19 国 庫 支 出 金 6,843,800 14.3%

20

21 都 道 府 県 支 出 金 3,607,444 7.5%

22 財 産 収 入 113,439 0.2%

23 寄 附 金 1,538,684 3.2%

24 繰 入 金 2,037,418 4.2%

25 繰 越 金 1,850,980 3.9%

26 諸 収 入 971,881 2.0%

収 益 事 業 収 入

各 種 貸 付 金 元 利 収 入 211,059 0.4%

そ の 他 760,822 1.6%

27 地 方 債 7,364,688 15.3%

う ち 都 道 府 県 貸 付 金

117,388 0.2%

( 歳 入 合 計 ) 48,021,558 100.0%

歳 入 構 成 比 ( % ) 100.0

注）各項目で端数を四捨五入しているため、合計（100.0%）と一致しない場合があります。

う ち 減 収 補 塡 債 特 例 分

う ち 猶 予 特 例 債

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

自主財源

14,103,020千円

29.4%
依存財源

33,918,538千円

70.6%

市税

7,076,100 

14.7%

繰越金

1,850,980 

3.9%

繰入金

2,037,418 

4.2%

寄附金

1,538,684 

3.2%

諸収入

971,881 

2.0%

その他

（自主財源）

627,957 

1.3%

地方交付税

13,693,204 

28.5%

国庫支出金

6,843,800 

14.3%

市債

7,364,688 

15.3%

県支出金

3,607,444 

7.5%

その他

（依存財源）

2,409,402 

5.0%

依存財源の内、国・県の
補助金等を活用した財源
        26,553,850千円
　　　　　　（55.3％）

内

訳

国有提供施設等所在市町村助成交付金

地 方 特 例 交 付 金 等

軽 油 引 取 税 ・ 自 動 車 取 得 税 交 付 金

自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金



決算額 構成比
（千円） （％）

1 議 会 費 235,163 0.5%

2 総 務 費 10,499,757 22.6%

3 民 生 費 15,284,376 32.9%

4 衛 生 費 2,494,851 5.4%

5 労 働 費 64,327 0.1%

6 農 林 水 産 業 費 2,668,309 5.7%

7 商 工 費 1,339,505 2.9%

8 土 木 費 3,677,052 7.9%

9 消 防 費 1,426,761 3.1%

10 教 育 費 3,665,205 7.9%

11 災 害 復 旧 費 1,325,713 2.9%

12 公 債 費 3,822,682 8.2%

歳 出 合 計 46,503,701 100.0%

注）各項目で端数を四捨五入しているため、合計（100.0%）と一致しない場合があります。

第9-2表　決算状況調に基づく、令和５年度一般会計　目的別経費の状況

区分

議会費

235,163

1%

総務費

10,499,757

23%

民生費

15,284,376

33%

衛生費

2,494,851

5%労働費

64,327

0%

農林水産業費

2,668,309

5.7%

商工費

1,339,505

2.9%

土木費

3,677,052

8%

消防費

1,426,761

3%

教育費

3,665,205

8%

災害復旧費

1,325,713

2.9%
公債費

3,822,682

8%



第10-2表　決算状況調に基づく、令和５年度一般会計　性質別経費の状況

      区　　　          　分 決  算  額 構成比

（％）

1 人 件 費 (a) 5,532,438 11.9%

うち退職手当債を財源とするもの

2 物 件 費 5,269,787 11.3%

3 維 持 補 修 費 244,490 0.5%

4 扶 助 費 8,869,265 19.1%

5 補 助  費 等 5,818,975 12.5%

内 (1) 1,926,537 4.1%

訳 (2) (1) 以 外 の も の 3,892,438 8.4%

6 公 債 費 3,819,974 8.2%

内 (1) 元    利    償    還     金 3,819,969 8.2%

訳 (2) 一  時  借  入  金  利   子 5 0.0%

7 積 立 金 2,133,944 4.6%

8 投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付 金 923,580 2.0%

9 繰 出 金 3,475,448 7.5%

10 前 年 度 繰 上 充 用 金

計 ( 1 ～ 10 ) 36,087,901 77.6%

退職手当債を財源とするものを加えた経常収支比率

11 投 資 的 経 費 10,415,800 22.4%

う ち 人 件 費 (b) 174,944 0.4%

(1) 普 通 建 設 事 業 費 9,033,249 19.4%

う ち 単 独 事 業 費 7,124,814 15.3%

(2) 災 害 復 旧 事 業 費 1,382,551 3.0%

(3) 失 業 対 策 事 業 費

歳 出 合 計 46,503,701 100.0%

う ち 人 件 費 (a) + (b) 5,707,382 12.3%

歳 出 構 成 ( % ) 比 100.0 100.0

注）各項目で端数を四捨五入しているため、合計（100.0%）と一致しない場合があります。

一 部 事 務 組 合 に 対 す る も の

(千円)

人件費

5,532,438

11.9%

物件費

5,269,787

11.3% 維持補修費

244,490

0.5%

扶助費

8,869,265

19.1%

補助費等

5,818,975

12.5%

公債費等

3,819,974

8.2%積立金

2,133,944

4.6%

投資及び

出資金・貸付金

923,580

2.0%

繰出金

3,475,448

7.5%

普通建設事業費

9,033,249

19.4%

災害復旧事業費

1,382,551

3.0%



第11表　令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の状況

指標名 R4決算 R5決算 増減
－ －

(12.46) (12.43)
－ －

(17.46) (17.43)
8.5 7.9 

(25.0) (25.0)
－ －

(350.0) (350.0) 　

会計名 R4決算 R5決算 増減

水道事業会計 － －

下水道事業
特別会計

－ －

※実質赤字額及び連結実質赤字額がありませんでしたので、数値は「 - 」と表示しています。
※将来負担比は算定されていないため、数値は「 - 」と表示しています。
※（　　　）書きは、早期健全化基準を表示しています。

健全化判断比率 （単位：％）

資金不足比率 （単位：％）

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率 △ 0.6

将来負担比率



(歳入)
・ 千円

(歳出)
・ 千円

国県支出金 地方債 その他

地方消費税
交付金

(社会保障
財源化分)

その他

1  社会福祉総務費 1,934,535 379,013 0 5,300 163,634 1,386,588 

2  障がい者福祉総務費 4,907 0 0 0 518 4,389 

3  自立支援給付費 2,614,936 1,966,912 0 0 68,402 579,622 

4  地域生活支援事業費 135,830 35,583 0 0 10,582 89,665 

5  重度障がい者医療対策費 185,059 78,242 0 34,000 7,686 65,131 

8  老人福祉費 2,130,328 309,490 78,700 82,890 175,142 1,484,106 

10 介護保険事業費 1,155,768 90,744 0 0 112,419 952,605 

1  児童福祉総務費 1,956,922 1,184,832 3,400 4,212 80,694 683,784 

2  母子父子福祉費 25,442 14,462 0 5,247 605 5,128 

3  子育て支援センター事業費 30,107 10,717 0 3,128 1,717 14,545 

4  児童給付費 2,465,137 1,731,183 75,700 111,504 57,712 489,038 

5  保育所費 66,257 0 0 21,345 4,741 40,171 

6  子ども医療対策費 209,392 88,084 0 0 12,805 108,503 

7  ひとり親家庭等医療対策費 47,736 22,892 0 0 2,622 22,222 

3 生活保護費 2  扶助費 954,934 720,464 0 0 24,749 209,721 

13,917,290 6,632,618 157,800 267,626 724,028 6,135,218 

1  保健衛生総務費 542,674 640 21,400 2,430 54,699 463,505 

2  感染症予防費 12,181 0 0 5,881 665 5,635 

3　予防接種費 322,614 154,324 0 766 17,683 149,841 

4  母子衛生費 50,296 4,627 0 11 4,819 40,839 

5　生活習慣病対策費 91,136 8,385 0 3,850 8,328 70,573 

1,018,901 167,976 21,400 12,938 86,194 730,393 

14,936,191 6,800,594 179,200 280,564 810,222 6,865,611 

地方消費税率の引上げ分に係る地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられる経費

地方消費税交付金(社会保障財源化分) 810,222 

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 14,936,191 

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 (単位:千円)

財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

小   計

小   計

合     計

款 項 目 経 費

4 衛生費
1 保健衛生費

3 民生費

1 社会福祉費

2 児童福祉費
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